ほぼ週刊コラム　「Partnership論」　その１０２
IRS IBD（米国内国歳入庁、総合事業データ）から見る「Partnershipの急展開」
･･･を論じようと思って書き始めたら、いきなり脇道へ…。

～～　Check the Boxルール解禁前夜の1995年、『初心に還ろうとするIRS』　～～
2014.07.11　rev.3　齋藤旬

先週予告した通り、勉強会の講義ノート作りを始めた。今週からはその舞台裏の実況中継をお届けする。話題があっちこっち飛ぶが、舞台裏なので勘弁願いたい。

　7月29日の勉強会第一回は「導入」となる。これに最も相応しいのは「Partnershipの急展開」を示すことであり、その実際のデータとして、IRS IBD（米国内国歳入庁、総合事業データ）以上に適したものを私は知らない。
　その代表的データが、頻繁にお見せするこれ（↓）だ。
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　IRS IBDとは何か、説明しようと思ってPCの「IRS」関連フォルダーを見ていたら、2009年に和訳してその後忘れていたIRS Discussion Paper:「協調項目論文集－大規模中規模事業部門 Partnership : Regulation Subchapter K §1.701-2「悪用対抗ルール」」に、つい目がとまってしまった。
　これは、ひと言で言うと、「IRSは、Partnership税制を作った頃の初心を思い出し、Check the Boxルールを受け入れる「心の準備」をしよう」といった趣（おもむき）の論文だ。
　

Partnership税制の本質は「税務会計自由」つまり「税務当局の損益不認識」にある。換言すれば、合法的「租税回避」が可能なことにある。
例えば、Aさんが今年百億円の所得があったとしよう。所得税率50%だとすると、このままでは、50億円税金で国に持って行かれる。

ところが、この百億円を或るpartnershipに投資したとしよう。Partnershipでは「税務会計自由」だから、発生主義会計で見て利益が有ろうが無かろうが、現金主義会計で見て手元に投資準備金が有ろうが無かろうが、その百億円を損金処理できる。Aさんにpass throughする金額をマイナス百億円に出来る。Aさんの百億円の所得は無かったことになる。
つまりpartnershipに投資した場合、Aさんは先ほどの50億円納税をしないで済む。

見方を変えれば、税金となったであろう50億円の使い道を、国家の意向に支配されることなく、Aさんの意向により、該Partnershipの事業に振り向けることが出来る。

合法的「租税回避」なのか、違法な「租税逃れ」なのか、区別が難しい。つまり、悪用対抗ルール策定が難しい。この判断基準は、2010年オバマ政権がオバマケアのActの中で、経済的実体法理（Economic Substance Doctrine）をCodifyしたことで一応決着している。
しかし、1996年にCheck the Boxルールができて、どんな起業者もpartnership税主体で勝手に起業出来るようになる、つまり、勝手に税金の使い道を決めることが出来るようになる、という時点では、まだこの議論が進んでいなかった。

そこで1995年に慌てて作ったRegulationがこのReg. §1.701-2「Anti-Abuse Rule」。
その内容はひと言で言えば「初心に還ろう」というものだ。Partnershipとはそもそも、lex（国が定める法律）でgovernされるのでなく、ius（人々が自然に形成する法）によってgovernされる。この初心に還ろうというものだ。
従ってその内容は、極めて曖昧というか歯切れが悪いものになっている。それは当然だ。何しろlexがgovernしていないものに対してlex側から口を出そうとしているからだ。
だから、「原則論」に終始している。「簡素、柔軟、衡平」のpartnership税制原則と、partnershipの三大原則：「bona fide」「形式よりも実質を重視する」「集団的に適切な所得の反映」の言及にとどまっていると言える。
その分、Partnership税制のコアの部分を、読者はかいつまんでみることが出来る。
ということで次頁から、5年前の翻訳を手直しして掲載する。幾つか用語解説をする。Subchapter Kとは、米国の連邦税法である内国歳入慣令（IRC）の「K」小章、Partners and Partnershipsに関するincome taxについてのcodeのこと。また、「特別配賦」とは、Partner達が独自のcollective ruleに沿って利益持率や配賦金を決定すること。Open Innovation Partnershipを組成してKey Technology開発者に報いる場合などにこれは頻繁に使われる。
では、Check the Boxルール解禁前夜の攻防というか喧噪というか、ご堪能下さい。　

IRS Coordinated Issue Papers – LMSB
米国内国歳入庁　協調項目論文集－大規模中規模事業部門

の中から、下記論文を和訳する。　　　　　　　　　　　　　

PARTNERSHIP 

· Subchapter K Anti-Abuse Rule Regulation Section 1.701-2 - 06-19-1995 

　20090824 rev1 和訳　齋藤旬
Partnership　●Regulation Subchapter K　§1.701-2　「悪用対抗ルール」

論点　：

「再計算要件」：　　如何なる条件の時、内国歳入当局はSubchapter K §1.701-2を適用し、当該Partnership取引に再税務計算を命ずるのか？
「調査員が従うべき手続き」：　　通常調査によってSubchapter K　§1.701-2適用が必要かと思われる事案を扱う際に、調査員は如何なる手続きに従うべきか？

事実経緯　と　法　：

最新の§1.701-2の発行は1995-7内国歳入公報において1994年12月29日に行われた。この規則と、1994-27内国歳入公報の通達94-78が本論文の基本を形成する。

Subchapter K（IRC §701から§777）は、「簡素、柔軟、衡平（equity as between the partners）」を原則として営まれる共同利益事業組織を許可するために立法化された。　S. Reg. No. 1622, 83d Cong., 2d Sess. 89 (1954); H.R. Rep. No 1337, 83d Cong., 2d Sess. 65 (1954)
しかしながらこれは、租税逃れ（tax avoidance）を目的としたものではない。例えば、米国国会はこの立法化に際し次の様に述べている。即ち、IRCの種々の規則を適用するにあたっては、もしそうする方が適当ならば、EntityとしてではなくAggregateとして扱うべきである、と陳べている。　H.R. Conf. Rep. No. 2543, 83d Cong., 2d Sess. 59 (1954)
同様に、その後の、特別配賦（special allocations）に関連するルールの修正によって、米国国会は「特別配賦は租税逃れ目的に使ってはならない。他方、bona fide（良心に忠実な）事業目的には特別配賦を使って良い。」とした。　S. Rep. No. 938, 94th Cong., 2d Sess. 100 (1976).
1994年5月12日、内国歳入庁と米国財務省は§701の下にルール作り(59 FR 25581)を行うとの提案文書を発行した。この文書において、Subchapter Kに悪用対抗ルールを加えることを提案した。1994年12月29日、この規則作りは完了した。この規則は恐らく比較的少数の不適当Partnership取引に影響を与えると思われる。Partnershipによるbona fide共同事業契約を妨害することを意図するものではない。

Subchapter Kルールの適用

§ 1.701-2(b)の説明で分かるように、これら条文及び規則はSubchapter Kの意図に沿うように用いられなければならない。従って、もし主目的がPartnerの連邦税納税責任合算額を著しく減額する取引を、Subchapter Kの本来の意図に反する方法で、あるPartnershipが行っていると明らかになった場合は、税務当局Commissionerは該取引の連邦税効果を再計算することが出来る。Subchapter Kの本来の意図に沿うような税効果が得られるように修正することが出来る。適用可能な成文規制条文、適切な事実と状況に照らして修正することが出来る。

Subchapter Kの本来の意図

§ 1.701-2(a)にはSubchapter Kの本来の意図が記されている。Subchapter Kの本来の意図は、事業体レベルでの税を払うこと無しに、フレキシブルな経済行為契約を通じて、共同事業活動（含む、投資活動）を、納税者達が行うことが可能とすることにある。Subchapter Kの本来の意図には以下の要件が前提として含まれている。

（1） 当該Partnershipはbona fideでなければならない。一つ一つの取引、また一連の取引は（個別にもまた集団としても）、実質的な事業目的に適うものでなければならない。

（2） 一つ一つのPartnership取引は、その形式の如何に関わらず、「形式よりも実質を重視する」原則（substance over form principles）によって尊重されなければならない。
（3） Partnershipの運営、およびPartner-Partnership間の取引による、各Partnerへの、Subchapter Kに基づく税効果は、該Partnerの経済行為契約を正確に反映し、該Partnerの所得を明確に反映したものでなければならない。（collectively, proper reflection of income　集団的に適切な所得の反映）
例外 --- Subchapter Kの幾つかの条文とその規則は、運用上の便利さ等の目的のために採用されたものであり、その適用が、（何らかの条件下では）所得を適切に反映しない税効果を生むことがあり得る。　　

従って、paragraph (a)(3)に示された「集団的に適切な所得の反映」条件は、paragraphs (a)(1)と (a)(2)に示された条件 --- bona fideとsubstance over form principles --- を「所定程度」に満たす取引に関してのみ、満たされたと判断され得る。ここで「所定程度」とは、関連する全ての事実と状況を勘案した上で、その取引全般と究極の税効果にまで、これら条件が明確に満たされる、という意味である。この様な事例を、section 732、及び、section 754の選択的特質、及び、§ 1.704-1(b)(2)(iii)(c)のvalue-equals-basis rule、及び、§§ 1.704-3(e)(1) and 1.752-2(e)(4)に例示したregulatory de minimis rules、これらに見ることが出来る。また、Partner所得が「集団的に適切な所得」を明確に反映しているかどうかの判断には、sections 446(b) and 482に示された原則も適用される。
事実と状況
或るPartnershipが、そのPartnerの連邦税納税責任合算額の現在額を、subchapter Kの本来意図と非整合な方法によって、実質的に減額することを主な目的として組成されたのかどうかは、次の様にして決定される。即ち、関連する全ての事実と状況に基づいた上で、取引の事業目的主旨とその取引結果により主張される税控除を検討した上で、その様な状態にあるかどうか決定される。以下に示された(1)から(4)の因子を持つならば、そのpartnershipはその様な状態にあると、常に断定できるわけではないが、示していると言えるだろう。なおこれらは、説明のために例示した因子であって、これらのみがこのsectionで決定因子として考慮されるわけではない。更に言えば、各決定因子の重み付けは、（以下に示したものも、あるいは他所で示したものも）、関連する全ての事実と状況に依存して変化する。また、このparagraphで示された因子のどれかが欠落する、あるいは含まれるとしても、それで直ちに、そのpartnershipが、その様な状態にあった、あるいは、その様な状態ではなかった、と推定されるわけではない。決定因子を以下に例示する：

(1) 当該partnerの連邦税納税責任合算額の現在額が、当該partnerが当該partnership資産を所有し更に該partnership活動に直接に携わった後に示した連邦税納税責任合算額の過去額よりも、著しく低い場合。
(2) 当該partnerの連邦税納税責任合算額の現在額が、何らかの税減額結果を得ようとして意図的に分離された取引群を、統合して単一の取引として扱ったとすれば、示されるであろう連邦税納税責任合算額よりも、著しく低い場合。例えば、この様に分析されるならば、以下の目論見があったのかもしれない。即ち、或るpartnerが、当該partnershipに対して自身が持つ持率を清算、ないし（全体的に、あるいは部分的に）処分し、所定の税効果を必ず得るようにしたならば、当該partnerは、一時的にpartnershipに加わることによって他のpartner達に対し税控除を主張することを目論んでいたのかもしれない。
(3) 一人または複数のpartnerが、当該partnershipに対し通常の持率を持っているのにもかかわらず、所定の税効果を常に獲得していて；　当該partner（達）が、実質的に、当該partnership活動による損害やリスクから、（例えば、配分額を固定する契約、免責あるいは損害隔離契約、などの手法によって）、守られることになっている場合、あるいは、当該partner（達）が、当該partnershipの営利活動には、当該資本の使用によって当然得られる使用料収入以外は、参加していない、あるいは、ほとんど参加していない場合。
(4) 実質的に、当該partner達全員が、（当該partnershipに関して持つ持率で計って）、（直接的に、あるいは間接的に）相互に関係し合っている場合。

今週は以上。来週も乞うご期待。
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